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第４章 北陸農業の持続的発展

１. 経営所得安定対策(旧農業者戸別所得補償制度)

経営所得安定対策（以下「本対策」という。）は、平成22（2010）年度に実施した水

田を対象とする戸別所得補償モデル対策に続いて、23（2011）年度から畑作物にも対象

を拡大し農業者戸別所得補償制度として本格実施となり、25（2013）年度については、

経営所得安定対策に名称を変更し、24（2012）年度までの農業者戸別所得補償制度等と

基本的に同じ枠組みで実施しました。

26（2014）年度は、産業政策の観点から見直しを行い、米の直接支払交付金（経過措

置として、26年産米から単価を7,500円/10aに削減した上で、29年産までの時限措置と

して実施）や米価変動補填交付金について、工程を明らかにした上で廃止する一方、畑

作物の直接支払交付金（ゲタ）及び米・畑作物の収入減少影響緩和対策（ナラシ）を引

き続き実施します。

（１）申請件数

北陸地域の申請件数は11.5万件で前年度と比べて微減

平成25（2013)年度の北陸地域の申請件数は11万5,707件となり、前年度の支払実績と比

べて4,328件減少しました。

経営形態別にみると、個人が11万3,011件、法人が1,544件、集落営農が1,152件となり、

個人が減少する一方で、法人及び集落営農は増加していることから、緩やかに構造改革が

進んでいると考えています。

交付金別にみると、米の直接支払交付金が11万2,889件、水田活用の直接支払交付金が

５万4,593件、畑作物の直接支払交付金が7,612件となりました（表４－１）。

資料：農林水産省「平成25年度の経営所得安定対策の加入申請状況について」（平成25年９月20日公表）

注：24年度は、平成25年4月末時点の支払対象者数である。

(単位：件)

個　人 法　人 集落営農 米の交付金
水田活用の
交付金

畑作物の
交付金

北陸計 115,707 113,011 1,544 1,152 112,889 54,593 7,612

（24年度） (120,035) (117,408) (1,487) (1,140) (117,389) (48,111) (7,146)

新潟県 56,892 55,895 723 274 55,724 30,940 3,489

富山県 22,160 21,386 365 409 21,486 9,989 1,309

石川県 17,496 17,119 229 148 17,087 5,046 798

福井県 19,159 18,611 227 321 18,592 8,618 2,016

全国計 1,108,173 1,091,899 8,859 7,415 964,962 563,824 83,848

（24年度） (1,118,436) (1,102,643) (8,330) (7,463) (980,601) (518,853) (76,180)

県　名 申請件数

経営形態別 交付金別

表４－１ 経営所得安定対策の申請件数（経営形態別・交付金別）
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（２）米の需給調整の状況

平成25(2013)年産米の生産数量目標に

対する管内各県の取組状況は、富山県、

石川県及び福井県については引き続き生

産数量目標の範囲内の主食用水稲作付と

なりました(図４-１)。

新潟県における過剰作付面積は、24

(2012)年産米4,100haから25(2013)年産米

4,300haへと200ha程度増加していますが、

県の生産数量目標（面積換算値）が400ha

減少したことにより、主食用水稲作付面

積はむしろ減少しています（表４-２）。

（３）米の直接支払交付金申請者の作付計画面積

米の直接支払交付金申請者の作付計画面積は、北陸地域で17万5,984haとなり、前年度

と比べて341ha増加しました。加入申請件数が減少する中で、作付計画面積が増加してい

ることから、加入申請者への農地集積が進んでいるものと考えられます（表４－３）。

資料：農林水産省「平成25年度の経営所得安定対策の加入申請状況について」（平成25年９月20日公表）

注：24年度は、平成25年4月末時点の支払面積である。
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図４－１ 生産数量目標に対する主食用水稲作付面積の割合

表４－２ 米の需給調整の取組状況

県名

生産数量
目標の面積
換算値
（H25）
①

２５年産
主食用水稲
作付面積

②

差引

②－①

生産数量
目標の面積
換算値
（H24）
③

２４年産
主食用水稲
作付面積

④

差引

④－③

①－③ ②－④

新潟県 102,800 107,100 4,300 103,200 107,300 4,100 △ 400 △ 200
富山県 36,600 36,300 △ 300 36,700 36,300 △ 400 △ 100 0
石川県 25,000 25,000 0 25,300 25,100 △ 200 △ 300 △ 100
福井県 25,800 25,600 △ 200 25,700 25,400 △ 300 100 200
北陸計 190,200 194,000 3,800 190,900 194,100 3,200 △ 700 △ 100

 　  2) 集計値はラウンドの関係で内訳と合致が一致しない場合がある。

（単位：ha）

　注:1) 25年産の取組状況は10月15日現在
資料:農林水産省「都道府県の需給調整の取組状況」

表４－３ 米の直接支払交付金申請者の作付計画面積

　(単位：ha)

県　名 作付計画面積
生産数量目標
（面積換算値）

北陸計 175,984 190,200
（24年度） (175,643) (190,900)
新潟県 91,343 102,800
富山県 35,640 36,600
石川県 24,348 25,000
福井県 24,653 25,800
全国計 1,149,394 1,495,000
（24年度） (1,134,131) (1,500,000)
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（４）水田活用の直接支払交付金申請者の作付計画面積

加工用米の生産が拡大

水田活用の直接支払交付金申請者の作付計画面積は、北陸地域で３万9,287haとなり、

前年度の支払実績と比べて2,952ha減少しました。具体的には、加工用米が増加する一方、

麦、大豆、新規需要米（飼料用米、米粉用米）が減少しました（表４－４）。

資料：農林水産省「平成25年度の経営所得安定対策の加入申請状況について」（平成25年９月20日公表）

注：24年度は、平成25年4月末時点の支払対象者数である。

（５）畑作物の直接支払交付金申請者の作付計画面積

六条大麦とそばの作付が増加

畑作物の直接支払交付金申請者の作付計画面積（水田と畑）は、北陸地域で２万7,061h

aとなり、前年度の支払実績と比べて1,228ha増加しました。

作物別では、麦、そば、なたねが増加する一方、大豆が減少しました（表４－５）。

資料：農林水産省「平成25年度の経営所得安定対策の加入申請状況について」（平成25年９月20日公表）

注：24年度は、平成25年4月末時点の支払対象者数である。

（単位：ha）

米粉用米 飼料用米 WCS用稲

新潟県 226 4,929 430 1,898 916 652 329 1,196 11 5,876 14,566
富山県 3,167 4,422 375 615 121 290 203 473 28 900 9,978
石川県 910 1,036 56 268 9 235 24 304 － 927 3,501
福井県 5,075 1,168 44 316 7 206 103 3,808 4 827 11,242
北陸計 9,377 11,553 905 3,097 1,054 1,383 660 5,781 43 8,530 39,287
（24年度） (9,407) (11,896) (909) (6,213) (2,597) (3,046) (570) (5,794) (45) (7,977) (42,240)
全国計 165,494 104,202 104,231 52,778 3,930 22,042 26,806 38,289 631 38,047 503,672
（24年度） (165,955) (105,338) (102,239) (66,097) (6,372) (34,316) (25,410) (37,150) (535) (32,448) (509,762)

なたね
加工用
米

合計
新規需要米

県　名 麦 大豆 飼料作物 そば

表４－４ 水田活用の直接支払交付金申請者の作付計画面積

（単位：ha）

４麦計

新潟県 235 12 － 222 － 4,933 1,455 14 － － 6,637
富山県 2,966 29 － 2,937 － 4,118 448 28 － － 7,560
石川県 1,184 82 － 1,102 － 1,365 321 3 － － 2,873
福井県 5,014 9 － 5,006 － 1,128 3,846 3 － － 9,991
北陸計 9,400 132 － 9,267 － 11,543 6,071 48 － － 27,061
（24年度） (7,760) (102) (－) (7,658) (－) (12,248) (5,782) (43) (－) (－) (25,833)
全国計 237,753 202,041 15,281 15,724 4,706 109,569 57,224 1,280 58,006 16,615 480,467
（24年度） (234,412) (199,757) (16,094) (13,993) (4,569) (108,553) (54,180) (1,270) (57,571) (19,846) (475,831)

小麦 はだか麦
県　名 大豆 そば なたね 合計

二条大麦 六条大麦
てん菜

でん粉
原料用
ばれいしょ

表４－５ 畑作物の直接支払交付金申請者の作付計画面積
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２．意欲ある多様な農業者の育成･確保

（１）認定農業者の動向

認定農業者の高齢化が急速に進展

認定農業者制度は、農業者が農業経営基盤強化促進基本構想に示された農業経営の目標

達成に向けて、自らの創意工夫に基づき、経営の改善を進めようとする計画「農業経営改

善計画」を市町村が認定し、この認定を受けた農業者「認定農業者」に対して重点的に支

援措置を講じようとするものです。このため、認定農業者は、地域の中心的な経営体とし

て今後の地域農業を支えていくことが望まれます。

平成25（2013）年３月末現在、北陸地域における農業経営改善計画の認定を受けている

経営体数は、１万7,734経営体（全国23万3,299経営体）となっています。

認定状況について、営農類型別に全体に占める割合をみると、北陸地域では、稲作単一

経営が57.3％（全国12.1％）、その他品目単一経営が7.8％（全国39.5％）複合経営が34.9

％（全国48.4％）となっています。

また、認定農業者（法人、共同申請を除く）の年齢階層別割合をみると、北陸地域では

65歳以上が29.3％（全国20.7％）、60歳～64歳が24.9％（全国22.6％）となっており、60

歳以上が54.2％（全国43.3％）と、過半を占めています。さらに、この年齢階層別割合を

過去と比較してみると、65歳以上については、５年前が14.1％（全国11.2％）、10年前が

4.0％（4.6％）であり、近年急速に高齢化が進展していることがわかります（図４－２）。

このような中、農業の体質強化は急務となっており、北陸農政局では、管内各県や関係

機関とも緊密に連携しつつ、新規就農者の確保・定着や離農者から担い手への経営継承の

促進に向けて、市町村における「人・農地プラン」の作成・見直しとプラン実現に向けた

取組を支援しているところです。

図４－２ 年齢階層別認定農業者の推移（北陸）

資料：農林水産省「農業経営改善計画の営農類型別認定状況」(各年３月末現在)
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（２）集落営農の動向

北陸地域の集落営農数は2,346で、うち法人の割合は36.2％。

北陸地域における平成26（2014）年２月１日現在(概数)の集落営農数は2,346で、前年

に比べて20（0.9％）増加しました。このうち法人の集落営農数は850で、前年に比べて65

（8.3％）増加し、集落営農数全体に占める割合は36.2％となり、全国に比べて高く推移

しています（図４－３）。

図４－３ 集落営農数及び法人数割合の推移

集落営農における具体的な活動内容をみると、「機械の共同所有・共同利用を行う」集

落営農の割合が85.7％と最も高く、次いで「農産物等の生産・販売活動を行う」の82.1％、

「農家の出役により、共同で農作業を行う」の65.9％となっています（図４－４）。

図４－４活動内容別集落営農数割合（複数回答）（北陸）

資料：農林水産省「集落営農実態調査」
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（３）農業経営の法人化の動向

農業生産法人数は5％増加

全国の農業生産法人数の推移をみると、平成19（2007）年は前年に比べ1,054法人、20

（2008）年は1,053法人と大きく増加していましたが、24(2012)年は765法人、25(2013)年

は744法人の増加（全国1万3,561法人）にとどまりました。

北陸地域も全国と同様に、19（2007）年は前年に比べ193法人、20（2008）年は304法人

と顕著な増加を示していましたが、24（2012）年は71法人、25（2013）年は74法人の増加

（北陸1,443法人）にとどまりました。

19（2007）年から20（2008）年にかけての農業生産法人の増加要因は、19（2007）年産

から導入された水田経営所得安定対策へ加入するため、法人化の取組が集中的に行われた

ことによるものと考えられます。

25（2013）年の北陸地域における農業生産法人を組織形態別にみると、農事組合法人が

56％（全国27％）、特例有限会社が32％（全国48％）、株式会社（特例有限会社を除く。）

が11％（全国23％）となっており、全国と比べると農事組合法人が多く株式会社が少ない

という傾向がみられます。

これは、水稲単作・安定兼業を背景に、共同による農地の維持・管理を主目的とする

組織が多く、地縁的な共同体的性格の農事組合法人を指向する傾向が強いためと考えら

れます（表４－６）｡

資料：北陸農政局調べ

注：1) 各年１月１日現在。
2) 「総数」欄は、持分会社を含むため、農事組合法人、株式会社の合計とは一致しません。
3) 特例有限会社とは、2006年５月１日の会社法施行以前に有限会社であった会社であって、

同法施行後もなお基本的には従前によるものとされる株式会社のことである。

表４－６ 農業生産法人数の推移

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

1965 1,294 11 7 3 1 - 568 9 5 3 1 - - - - - - - 712 2 2 - - -

1975 2,879 36 23 7 1 5 856 25 14 6 1 4 - - - - - - 2,007 11 9 1 - 1

1985 3,168 61 39 11 8 3 1,324 36 19 10 6 1 - - - - - - 1,825 24 20 1 2 1

1995 4,150 208 115 48 33 12 1,335 77 40 28 5 4 - - - - - - 2,797 131 75 20 28 8

2005 7,904 545 258 123 104 60 1,782 182 66 56 27 33 120 10 5 1 2 2 5,961 352 186 66 75 25

2006 8,412 651 289 160 124 78 1,841 249 79 89 34 47 180 10 6 - 2 2 6,345 390 203 70 88 29

2007 9,466 844 372 202 148 122 2,198 354 112 119 44 79 385 22 10 3 5 4 6,818 462 249 79 99 35

2008 10,519 1,148 588 241 173 146 2,694 601 294 151 61 95 832 63 38 6 12 7 6,896 473 255 83 100 35

2009 11,064 1,216 617 263 177 159 2,855 654 314 169 66 105 1,200 84 51 10 13 10 6,878 466 251 83 98 34

2010 11,829 1,270 634 284 186 166 3,056 692 323 185 75 109 1,696 94 54 12 14 14 6,907 470 256 85 96 33

2011 12,052 1,298 648 292 189 169 3,154 715 331 198 77 109 2,135 111 62 12 19 18 6,572 457 254 80 92 31

2012 12,817 1,369 665 320 198 186 3,371 764 339 220 84 121 2,648 131 71 18 20 22 6,574 459 254 81 93 31

2013 13,561 1,443 691 343 206 203 3,616 809 347 238 91 133 3,169 162 90 24 23 25 6,531 455 253 80 90 32

北
陸

全
国

北
陸

区分

総 数 農事組合法人 株式会社(特例有限会社を除く) 株式会社（特例有限会社）

全
国

北
陸

全
国

北
陸

全
国
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（４）一般法人の農業参入

農地法等の改正以降、北陸地域で新たに一般法人89法人が農業に参入

平成21（2009）年12月15日に「農地法等の一部を改正する法律」（平成21年法律第57号）

が施行され、一般法人（農地法により農地の所有等が認められている農業生産法人以外の

法人）が全国どこでも農地を借りて農業に参入できるようになりました。

この改正後から25（2013）年12月までの４年間で、新たに北陸地域で89（全国1,392）

の一般法人が農業に参入しています。改正農地法施行以前の６年半の間（15（2003）年４

月から21（2009）年12月）に参入した一般法人数は55法人（全国436法人）であることを

踏まえると、改正農地法施行後の一般法人の農業参入は改正前の約３倍（全国約５倍）の

ペースで進んでいます。（表４－７）。

これら農業に参入した一般法人を業種別にみると、建設業が29法人、食品業が27法人、

農業が15法人、その他が18法人となっています。また、営農作物別にみると、野菜が36法

人、米麦等が26法人、複合が14法人、その他が13法人となっています（表４－８）。

表４－８ 農業参入した一般法人の業種別及び営農作物別状況

表４－７ 一般法人の農業参入状況

資料：北陸農政局調べ

注：1) 「2009.12.14」の法人数については、農地法等改正以前の特定法人貸付事業により農地を借り
受け農業参入した法人数である。

2) 「2010.6.30」以降の法人数については、農地法等改正後に新たに農業参入した法人数であり、
農地法等改正以前に参入した法人は含みません。

資料：北陸農政局調べ

注：業種別が「農業」に該当する法人とは、参入前に農地等を利用しない農畜産業を行っていた法人

又は、農産物等の生産を目的として設立された企業の子会社である。

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

436 55 32 7 15 1

175 16 4 1 7 4

364 34 11 1 11 11

527 53 20 2 18 13

677 61 24 2 20 15

952 73 30 3 23 17

1,071 78 33 3 24 18

1,261 88 40 5 26 17

1,392 89 41 5 25 18

2011. 6.30

2012. 6.30

2012.12.31

2013. 6.30

2013.12.31

2011.12.31

全
国

北
陸

2009.12.14

2010. 6.30

2010.12.31

建設業 食品業 農業 その他 野菜 米麦等 複合 その他
89 29 27 15 18 36 26 14 13

新潟県 41 8 13 9 11 14 17 6 4
富山県 5 2 1 1 1 2 2 1 -
石川県 25 16 3 3 3 11 5 4 5
福井県 18 3 10 2 3 9 2 3 4

参入法人数
業種別 営農作物別

　北　陸
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一般法人の農業参入事例

○参入市町村：福井県あわら市

○参入法人：ＮＰＯ法人ピアファーム

○借入農地面積：7.2ha

ＮＰＯ法人ピアファームは、農業を通じて障害者

に働く場を提供すること等を目的として、社会福祉

法人コミュニティネットワークから分社独立し設立

され、平成20年4月に農業に参入しました。

坂井北部丘陵地の新たな担い手として、23（2011）

年3月にはあわら市の認定農業者となり、安心安全

な農産物の生産、地域農業者の作業負担の軽減、ナ

シや野菜等の産地作りの推進等、地域農業の振興に

取り組んでいます。

また、販売にも力を入れており、地域農業者と連

携して22（2010）年7月にはあわら市内に、23（201

1）年3月には福井市内に農産物直売所を設置し、25

（2013）年5月には坂井市内のスーパーに出店する

など、収益の確保により障害者の自立と暮らしを支

えるとともに、地産地消の推進、地域住民との交流

等による地域の活性化にも貢献しています。（26（2

014）年３月時点）

○参入市町村：石川県かほく市（河北潟干拓地）

○参入法人：イオンアグリ創造(株)

○借入農地面積：12.8ha

大手流通グループ「イオン」の全額出資子会社で

あるイオンアグリ創造(株)は、中部圏や近畿圏に流

通しやすい地理的有利性があり、一定の面積が確保

できる河北潟干拓地において、全国で９番目(中部

地方では初)となる直営農場を25（2013）年4月にオ

ープンしました。

収穫した野菜は、生鮮野菜として北陸の系列店で

販売するほか、プライベートブランド「トップバリ

ュ」のカット野菜や総菜の原料として全国に配送し

ています。

また、参入に当たって、石川県や農場のあるかほ

く市と締結した「農場開設に関する協定」や石川県

と交わした「農業振興に関する協定」等に基づき、

県産農産物の生産振興・販路拡大や遊休農地の活

用、新規就農者の育成など地元と連携して取り組ん

でいます。（26（2014）年３月時点）
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（５）新規就農の促進

ア．新規就農者数

農業法人等への就業が過半

平成24（2012）年の北陸地域の新規就

農者数は510人となり、前年に比べ114人

増加しています。その内訳は、新潟県が

48人、富山県21人、石川県43人、福井県

２人とそれぞれ増加しています（図４－

５）。

次に就農形態別に新規就農者の推移を

みると、非農家出身である「新規参入」

が前年に比べ14人、農家出身で他産業か

らの就農者である「Ｕターン」70人、「新

規学卒」30人と前年に比べそれぞれ増加

しています。

なお、法人等就農者数は291人であり、

前年同様、新規就農者数の過半を占めて

います（図４－６）。

新規就農者のうち「新規参入」が最も

多く、そのほとんどが農業法人等に就農

する傾向が近年続いています。

イ．新規就農の推進

新規就農希望者に施策の説明を実施

北陸地域における基幹的農業従事者は、平成22（2010）年での平均年齢68.4歳と高齢化

が進展しています。持続可能な力強い農業を実現していくため、青年新規就農者を大幅に

増加させることが重要です。

このため、平成24（2012）年度より青年就農意欲の喚起と就農後の定着を図るための青

年就農給付金を給付しています。また、青年の農業法人への雇用就農を促進する農の雇用

事業や今後の地域農業のリーダーを育成する農業者育成支援事業を行っています。

北陸農政局では、新潟県新規就農相談センターが開催した「新規就農・就業チャレンジ

フェア」（平成26（2014）年３月、長岡市）において、関連施策のＰＲ及び説明を行いま
な が お か し

した。

図４－５ 新規就農者数の推移(北陸)

資料：北陸農政局調べ
注：1)各県において調査対象年齢に相違有り
2)石川県は2009年度から｢年度単位｣に変更
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図４－６ 就農形態別新規就農者数の推移(北陸)

資料：北陸農政局調べ

注：「新規学卒」とは、農家出身で学校を卒業後又は

農業にかかる研修後に就農した者。
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（６）女性の能力の積極的な活用及び障害者の就農促進

ア．北陸地域における女性の参画状況

農業委員等に占める女性の割合は依然低い水準

2010年農林業センサスによると、北陸地域の農業就業人口の49.7％は女性であり、女性

は農業や地域社会の担い手として重要な役割を果たしています。

しかし、農協役員に占める女性の割合は5.7％（平成25（2013）年7月現在、前年度は

3.8％)、農業委員に占める女性の割合は6.6％（平成24（2012）年10月現在、前年5.6％)

と、前年に比べ増加しているものの、依然として低い水準にとどまっており、全国的でも

同じ傾向がみられます。

また、農産物加工や販売等の農村女性起業数は900件（平成25（2013）年3月31日現在）

と前年より減少していますが、その経営規模は、年間売上金額300万円未満の零細なもの

が約52％を占めています。（図４－７、図４－８）

このようなことから、地域で活躍する女性の社会参画や女性経営者の飛躍的な発展を支

援することが大切です。平成24（2012）年度及び平成25（2013）年度に実施した「女性経

営者発展支援事業」で女性農業者、異業種とのワークショップ等を開催し、販売ノウハウ

等を学ぶとともに、ネットワーク化を推進することで女性の更なる経営発展の促進を図り

ました。

図４－７ 女性起業数の推移(北陸）

資料：農林水産省就農・女性課調べ

（ただし、2010年及び2012年は北陸農政局調べ）

（2009～2013年3月31日現在）

資料:北陸農政局調べ

（2013年3月31日現在）

図４－８ 女性起業の年間売上金額の割合(北陸)
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イ．男女共同参画社会の形成に向けた取組

北陸農政局農山漁村男女共同参画フォーラム等の開催

平成25（2013）年度においては、農山漁村に

おける女性の経営参画や起業活動を促進するた

め、女性農業者の情報交換や女性農業委員等の

登用拡大を目指し、「北陸地域農山漁村女性６次

産業化実践セミナー」（平成25（2013）年７月、

金沢市）、「北陸農政局農山漁村男女共同参画フ
か な ざ わ し

ォーラム」（同年11月、金沢市）を開催しました。

ウ．障害者の就農促進

北陸障害者就農促進ネットワークの設置

障害者就農の取組を促進するため、障害者の就農に取り組むNPO法人や社会福祉法人、

農業生産法人など関係団体、国・地方公共団体等が相互に情報共有等を行う、「北陸障害

者就農促進ネットワーク」（平成25（2013）年11月）を設置し、「北陸障害者就農促進に

関する意見交換会」（同年11月、金沢市）を開催しました。

同ネットワークは、社会福祉法人等17団体のメンバーで発足、現在、メンバー拡充に向

けて取り組んでいます。

農山漁村女性６次産業化実践セミナー
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３．農地の現状と有効利用

（１）農地面積

耕地面積は前年に比べ400ha減少、耕地利用率は0.3ポイント上昇

北陸地域の平成25（2013）年７月15日現在の耕地面積は31万5,500haで、前年に比べて

400ha（0.1％）減少しました。これを田畑別にみると、田は28万2,500ha、畑は３万３千

haで、前年に比べて、300ha（0.1％）、100ha（0.3％）とそれぞれ減少しました。

北陸地域の耕地面積を県別にみると、新潟県が17万３千ha、富山県が５万9,100ha、石

川県が４万2,700ha、福井県が４万700haで、前年に比べて、100ha（0.1％）、100ha

（0.2％）、200ha（0.5％）、100ha（0.2％）とそれぞれ減少となりました（表４－９）。

また、北陸地域の平成24（2012）年の農作物作付（栽培）延べ面積は28万600haで、前

年に比べて100ha（0.0％）減少し、耕地利用率は88.8％で、前年に比べて0.3ポイント上

昇しました（図４－９）。

表４－９ 耕地面積の推移

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
注：１ 平成13（2001）年までは８月１日現在、平成14（2002）年以降は７月15日現在である。

２ 四捨五入の関係で計と内訳が一致しない場合がある。

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
注：耕地利用率とは、耕地面積（けい畔を含む。）を100とした作付(栽培)延べ面積の割合である。

図４－９ 農作物作付（栽培）延べ面積（田畑計）及び耕地利用率の推移（北陸）
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（２）農地の流動化

ア．農地中間管理機構の整備

担い手への農地利用集積に向けた新たな制度の創設

「人・農地プラン」の作成過程等において、例えば、①高齢農業者がリタイアする場

合、②地域の担い手間で分散錯綜している利用権を交換する場合等には、信頼できる農
さくそう

地の中間的受け皿があると、農地の集積・集約化が円滑に進むとの指摘があったことを

踏まえて、農地中間管理機構が整備されることとなりました。

都道府県段階に公的な機関として農地中間管理機構を整備する「農地中間管理事業の

推進に関する法律」が平成26(2014)年３月に施行され、北陸農政局では 農地中間管理

事業について各種機会を通じて関係機関等に対し制度内容の周知等を行っ

てきたところであり、新潟県、富山県、福井県においては、平成25(2013)年度内に農地

中間管理機構が設立されたところです（石川県においては、26(2014)年7月に設立予定）。

農地中間管理機構は、リース方式（農地中間管理機構が借り受けて、担い手に転貸す

る）を中心とし、地域の関係者の話合いによる「人・農地プラン」の作成・見直しと併

せて取り組み、関係予算も活用しながら農地の集積・集約化を推進することとしていま

す。

イ．農地利用集積の概要

担い手への農地利用集積面積は、前年度比１千９百haの増加

2010年世界農林業センサスによると、北陸地域においては、経営耕地面積が4.0ha以上

ある販売農家数は10,387戸と５年前に比べ15.5％増加しており、また、これら農家の経営

耕地面積のシェアは、５年前の25.5％から34.6％へ上昇しました。

さらに、担い手への農地利用集積面積も年々増大して24（2012）年度末では14万1,200

haとなっており、これは１年前に比べ約1,900ha増加し耕地面積に占める割合は45％とな

っています(図４－10)。

図４－10 担い手への農地利用集積面積の推移

資料：北陸農政局「認定農業者、特定農業法人及び特定農業団体並びに農用地利用改善団体の実態に

関する調査」

注：ここでいう「担い手」とは、認定農業者（特定農業法人を含む。）、基本構想水準到達農業者、

特定農業団体をいう。
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ウ．利用権設定の概要

利用権設定率は、前年度比3.3ポイントの増加

北陸地域における農用地利用集積計画に基づく利用権設定面積は、24（2012）年度末で

９万4,458haとなっており、利用権設定率（農用地面積に占める利用権設定面積の割合）

は前年度を3.3ポイント上回る31.1％となっています(図４－11)。

エ．所有権移転

前年より8.8haの減少

北陸地域における平成23（2011）年の農地の所有権移転は、4,935件（対前年比0.4％減）、

1,070.9ha（同0.8％減）となっています。

このうち、「農地法」によるものは3,835件（同1.4％減）、722.1ha（同0.6％減）、「農

業経営基盤強化促進法」によるものは1,100件（同3.2％増）、348.8ha（同1.2％減）とな

っています（表４－10）。

図４－11 利用権設定面積の推移

表４－10 農地の所有権移転の推移
（単位：件､ha､％）

所有権移転 うち、所有権 うち、所有権 うち、所有権 うち、所有権 うち、所有権 うち、所有権

総数 耕作地有償 耕作地無償 以外耕作地 耕作地有償 耕作地無償 以外耕作地

所有権移転 所有権移転 所有権移転 所有権移転 所有権移転 所有権移転

2009 5,733 4,597 3,433 1,126 38 1,136 1,109 24 3

2010 4,954 3,888 2,918 946 24 1,066 1,040 25 1

2011 4,935 3,835 2,642 1,180 13 1,100 1,065 30 5

対2010差 △ 19 △ 53 △ 276 234 △ 11 34 25 5 4

対2010比 99.6 98.6 90.5 124.7 54.2 103.2 102.4 120 500

2009 1,255.9 844.7 572.8 270.1 1.8 411.2 403.1 6.8 1.3

2010 1,079.7 726.6 488.5 234.8 3.3 353.1 349.0 3.9 0.2

2011 1,070.9 722.1 480.7 239.3 2.1 348.8 341.7 6.0 1.1

対2010差 △ 8.8 △ 4.5 △ 7.8 4.5 △ 1.2 △ 4.3 △ 7.3 2.1 0.9

対2010比 99.2 99.4 98.4 101.9 63.6 98.8 97.9 153.8 550
資料：農林水産省「土地管理情報収集分析調査結果(2009年)」及び「農地の権利移動・借賃等調査結果(2010年､2011年)」
　注：1）「所有権耕作地」とは「所有権に基づいた農地」をいい、「所有権以外耕作地」とは「所有権以外の権原に基づいた農地」
        である。
      2） 2009年については、「土地管理情報収集分析調査結果」における「自作地」は「所有権耕作地」、 「小作地」は「所有
        権以外耕作地」としている。

農地法第３条許可・届出に係るもの 農業経営基盤強化促進法第１９条公告に係るもの

件
数

面
積

資料：北陸農政局「認定農業者、特定農業法人及び特定農業団体並びに農用地利用改善団体の実態

に関する調査」
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オ．農地価格

農地価格は都市的農業地域、純農業地域ともに下落

全国的に農地価格は下落傾向が続いていますが、下落率は純農業地域よりも都市的農業

地域において大きくなっています（表４－11）｡

24（2012）年の北陸地域における農地価格は、都市的農業地域では中田が全国平均の52

％、中畑が同37％となっていますが、純農業地域では全国平均と大きな差はみられません。

なお、北陸地域における農地価格は、地域区分、地目に係わらず全体的に全国平均より下

落しています。

表４－11 生産条件別田畑の売買価格の推移
(単位：千円／10ａ）

2007 2008 2009 2010 2011 2012 下落率
（2007年～2012年）

全国・中田 5,199 4,965 4,733 4,479 4,250 4,113 21%
全国・中畑 4,892 4,734 4,519 4,278 4,092 3,982 19%
北陸・中田 3,823 3,540 3,411 3,166 2,672 2,120 45%
北陸・中畑 2,434 2,288 2,071 1,895 1,854 1,460 40%
全国・中田 1,470 1,441 1,388 1,363 1,340 1,283 13%
全国・中畑 1,014 998 972 957 942 908 10%
北陸・中田 1,611 1,569 1,445 1,425 1,419 1,380 14%
北陸・中畑 882 869 802 786 781 755 14%

資料：全国農業会議所「田畑売買価格等に関する調査結果（各年5月1日調べ）」
  注：1） 都市的農業地域の田畑売買価格は、都市計画法による線引きが完了した市町村の市街化調整区域内の農用地
　　　　区域内における農地の売買価格である。
　    2） 純農業地域の田畑売買価格は、都市計画法による線引きを実施していない市町村の農用地区域内における農
        地の売買価格である。
      3） 中田（畑）とは、調査区域において収量水準や生産条件等が平均的な田（畑）である。
      4） 下落率は、(平成2007年価格－平成2012年価格）／平成2007年価格により算出した。

都市的農業
地域

純農業地域
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（３）耕作放棄地の発生防止・解消

耕作放棄地の状況把握と再生利用等に向けた取組を推進

ア．荒廃農地に関する調査の実施

2010年世界農林業センサスによると、全国の耕作放棄地面積は約39万６千haと５年前に

比べ2.6％増加しています。北陸地域の耕作放棄地面積も約１万9,400haとやや増加し、全

国に占める割合は５年前と同水準の4.9％となっています。

耕作放棄地の解消を図るためには、その現状を的確に把握したうえで再生利用を進め

る必要があることから、平成24（2012）年に「荒廃農地に関する調査」を実施し、荒廃

農地（現に耕作に供されておらず、耕作の放棄により荒廃し、通常の農作業では作物の

栽培が客観的に不可能となっている農地）

一筆ごとに荒廃状況、解消状況等を 表４－12 荒廃農地に関する調査結果(実績値)

把握しました。

調査結果は25（2013）年12月に公

表され、荒廃農地のうち抜根、整地、

区画整理、客土等により再生するこ

とにより、通常の農作業による耕作

が可能となると見込まれる土地は全

国で約14万１千ha、北陸地域では約

2,530haとなっています。なお、耕

作放棄地対策等の取組が進められた

結果、北陸地域では約520haの荒廃

農地が解消されました(表４－12)。

イ．耕作放棄地対策推進の取組

北陸農政局では、「北陸農政局耕作放棄地解消プロジェクトチーム」において、地域の

現状及び課題の把握のための意見交換の実施（７～２月、11市町など）、耕作放棄地再生

利用取組者への聞き取り（９月～１月、10取組者）、取組事例集やリーフレットの北陸農

政局ホームページへの掲載などの耕作放棄地の解消に向けた取組を実施しました。

また、北陸管内26市町村において、耕作放棄地再生利用緊急対策を活用した耕作放棄地

の再生作業や営農再開に向けた取組が行われており、企業参入により解消された耕作放棄

地もあります（25（2013）年12月現在）。

耕作放棄地再生利用緊急対策交付金を活用した取組

－(株)OkuruSky（石川県穴水町）－
あなみずまち

耕作放棄地を再生利用し、加工用ブドウを

植栽し、能登ワイン（株）に納入している他、

規格外品を活用した、ワイン用酒肴の「フィ

グログ」等の生産・販売を行っています。

【再生利用したワイン用ブドウ畑】

（単位：ha）

新 潟 県 963 2,194 3,156 70

富 山 県 163 149 312 15

石 川 県 1,039 4,666 5,704 313

福 井 県 367 882 1,249 120

計 2,532 7,890 10,422 518

資料：北陸農政局調べ

再生利用が可能
な荒廃農地

再生利用が困難
と見込まれる荒
廃農地

荒廃農地面
積計

再生利用された
面積

  注：１)「再生利用が可能な荒廃農地」は、「抜根、整地、区画整理、客土等により再
       　生することにより、通常の農作業による耕作が可能となると見込まれる荒廃農
       　地」のこと。
      ２)市町村から報告のあった各区分面積を集計したものであり、調査範囲が一部
         区域にとどまる市町村も単純に集計している。
      ３)四捨五入の関係で計が一致しない場合がある。

県　　名
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（４）優良農地の確保に向けた取組の推進

農用地区域内農地面積は微減

「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき、農林水産大臣は「農用地等の確保等に

関する基本指針」(平成22（2010）年６月策定）において、32（2020）年の確保すべき農

用地等の面積（農用地区域内農地）の目標を415万haと定めています。

基本指針に基づき、都道府県知事は「農業振興地域整備基本方針」において、32（2020）

年の確保すべき農用地等の面積の目標を定めています。

24年度の農用地区域内農地面積は、前年度に比べ僅かに減少していますが、目標の達成

に向け、各県において引き続き農用地区域からの除外の厳格化、農用地区域への編入の促

進、荒廃農地の発生抑制及び再生可能な荒廃農地の再生等の取組を推進していくととして

います(表４－13)。

表４－13 農業振興地域の指定状況(平成24（2012）年)

（単位：千ha）

資料：北陸農政局調べ（平成24（2012）年12月1日現在）

注：1)新潟県の粟島浦村については,農業振興地域の指定がされていない。

2)四捨五入の関係で計が一致しない場合がある。

3)基本方針の目標農地面積欄の北陸は、管内4県の目標面積の合計である。

市町村数

区分
うち農業振興地域
指定市町村数
（農業振興地域数）

新潟県 30  29　　(  66) 165.8 △ 0.0 168.0
富山県 15  15　　(  15) 55.8 △ 0.0 56.9
石川県 19  19　　(  19) 38.7 △ 0.1 40.4
福井県 17  17　　(  28) 38.2 △ 0.0 38.7
北  陸 81 80　　(128) 298.5 △ 0.1 （304.0）

農用地区域内
農地面積

対前年度増減
（参　考）

基本方針の目標
農地面積（32年）
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４．農業の生産基盤の整備

（１）生産基盤の整備・推進の方向

基幹的水利施設の戦略的な保全管理や生産基盤整備の推進

ア．生産基盤の整備

農地や農業用用排水施設等は、農業を支える重要な基盤であり、国民全体が食料の安定

供給だけでなく国土の保全等の多面的機能の便益を享受することから、中長期的な視点に

立って、それらを整備し保全管理していくことが重要となっています。

平成24年３月に５か年間（平成24～28年度）の土地改良事業の基本となる「土地改良長

期計画」が策定され、食料生産の体質強化、震災復興及び農村の防災・減災力の強化、農

村の協働力や地域資源の潜在力を活かしたコミュニティの再生といった政策課題の解決に

向けた施策を実施しています。

「攻めの農林水産業」を展開する中で、施策の具体化が進められ「農林水産業・地域の

活力創造プラン」が平成25年12月にまとめられ、「強い農林水産業」「美しく活力ある農

山漁村」を造り上げることとしております。

農業農村整備事業では、生産現場における農業競争力強化に向け、担い手への農地集積

・集約化、農業の生産性の向上を図るために、今般制度化された農地中間管理機構とも連

携しつつ、農地の大区画化・汎用化、畑地かんがいの整備等を推進するとともに、国土強

靭化を図るために、基幹的な農業水利施設の老朽化や地震・豪雨等の自然災害の激甚化へ

の対策として農業水利施設の長寿命化・耐震化対策、洪水被害対策等を推進することとし

ております。

このため、国営土地改良事業等により、農業水利施設の保全管理・整備を推進するとと

もに、未整備水田の大区画化等により農地の集積と高度利用等を図るために各種事業を推

進しています。
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イ．国営土地改良事業地区調査（「関川用水」地区)
せきかわようすい

本地区は新潟県の南西部に位置し、上越市及び妙高市にまたがる農地面積約5,800haの
じようえつし みようこうし

県下でも有数の水田地帯です。

（ア）地区の現状と課題

本地区の基幹的な農業水利施設は、国営関川土地改良事業（昭和43（1968）～58（83）

年度）等により造成されましたが、事業完了後30年余りが経過し、老朽化の進行により、

施設の適正な機能維持が困難な状況となっています。さらに、ほ場整備事業の進展に伴

い揚水機場にかかる維持管理費が増嵩しています。

このため、老朽化した施設の改修を行うとともに、維持管理費の節減を図るため小水

力発電施設を導入することにより、施設機能を維持することで農業生産の維持及び農業

経営の安定化を図ることが、喫緊の課題となっています。

（イ）整備計画

本事業では、老朽化が進行しているダム附帯施設、幹線用水路及び水管理施設の改修

を行うとともに、笹ヶ峰ダムの有効落差34mを利用した小水力発電施設を導入します。

主要工事：笹ヶ峰ダム附帯施設（改修）、幹線用水路（改修）、水管理施設（改修）、

小水力発電施設（新設）

本調査（平成23(2011)～25(13)年度）では、地域の農業用水にとって重要なこれら施設

の改修計画等を検討し、土地改良事業計画を作成しました。

図４-12 地区概要図
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ウ．国営土地改良事業地区調査（「信濃川左岸流域」地区)
し なのがわ さ がんりゆういき

本地区は新潟県の中央部に位置し、長岡市及び小千谷市にまたがる農地面積約4,500ha
ながおかし お ぢ や し

の稲作経営を主体とした農業地帯です。

（ア）地区の現状と課題

本地区の基幹的な農業水利施設は、国営信濃川左岸土地改良事業（昭和21（1946）～3

9（64）年度）で造成され、その後、老朽化施設を対象に国営信濃川左岸二期土地改良事

業（昭和54（1979）～平成7（95）年度）により一部施設が改修されました。しかし、近

年、信濃川の河床形状の変化により小千谷頭首工で計画取水位が確保できないことから、

地区内において用水不足となっている現状にあります。また、「信濃川左岸地区」で造成

された施設は事業完了後約50年が経過し、老朽化が進行している状況にあります。

このため、頭首工の安定取水の確保及び施設の改修を行い、農業生産の維持及び農業

経営の安定を図ることが喫緊の課題となっています。

（イ）整備計画

本事業では、頭首工の安定取水対策及び老朽化が進行している施設の改修を行います。

今後、主要工事計画の策定に向けた全体実施設計を進める予定です。

主要工事：小千谷頭首工（改修、補給揚水機場新設）

揚水機場（改修）、幹線用水路（改修）

全体実施設計：平成26～27年度

本調査（平成24(2012)～25(13)年度）では、地域の農業用水にとって重要なこれら施設

の改修計画等を検討し、土地改良事業計画を作成しました。

図４-13 地区概要図
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エ．広域基盤整備計画調査（「九頭竜川」地域)
くずりゆうがわ

北陸農政局管内において広域基盤整備計画調査を順次実施し、国営かんがい排水事業等

により造成整備された基幹的農業用用排水施設（ダム、頭首工、揚排水機場、用排水路等）

の計画的な整備・更新を行っていくための広域基盤整備計画書を策定しています。

（ア）地域の現状

本地域は、福井県嶺北部の福井平野を中心とした農業地帯であり、昭和20年代から国

営事業で農地造成や基幹的水利施設が整備され、食料供給の中核的な役割を果たしてい

ます。

また、平地の水田地帯においては、担い手への農地集積の推進のため県営事業による

大区画ほ場整備や排水改良による水田の汎用化が進められています。

現在、国営九頭竜川下流地区で一部整備更新中ですが、それ以外の施設は築造後相当

の年数が経過していることから、パイプライン等の機能低下や老朽化が懸念されている

ところです。

（イ）調査の内容（調査期間：平成25～27年度）

対象地域内の国営事業実施地区において調査を実施し、地域の現状分析、長寿命化に配

慮した更新整備計画の策定、水利用計画の概定、環境・景観配慮基本方針の策定を行い、

これを踏まえた広域基盤整備変更計画書を策定しています。

図４-14 広域基盤整備計画調査「九頭竜川」地域の対象地域

③九頭竜川下流地区

①坂井北部地区

②九頭竜川地区

第２九頭竜川地区

④日野川用水一期地区

日野川用水二期地区

越前町

越前市

坂井北部丘陵

揚水機場

桝谷ダム

二ツ屋頭首工

八乙女頭首工

０ １０ ２０㎞
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（２）直轄事業

平成25（2013）年度は10地区でかんがい排水、１地区で総合農地防災事業を実施

ア．国営かんがい排水事業

平成25（2013）年度は、用水改良事業として新潟県の佐渡（二期）、柏 崎周辺（二期）、
さ ど かしわざき

阿賀野川用水（施設整備）、加治川用水、石川県の手取川流域及び福井県の九頭竜川下流
あ が の がわ か じ か わ て ど り がわ くずりゅうがわ

（一期）、九頭竜川下流（二期）の７地区、排水改良事業として新潟県の新川流域及び富
しんかわ

山県の射水平野の２地区で、事業を実施しています。
い み ず

また、事業着手準備地区として新潟県の新川流域二期の全体実施設計を実施しています。
しんかわ

このうち、過去に国営事業により造成した施設について、老朽化により機能低下した施

設の改修・更新（一部も含む）を行っている地区は10地区です（表４－14）。

表４－14 国営かんがい排水事業実施状況（2013年度、事業実施地区）

イ．国営総合農地防災事業

25（2013）年度は、富山県の庄川左岸の１地区で事業を実施しています。本地区では、
しようがわ

流出形態の変化により機能低下した施設の改修・更新を行っています（表４－15）。

表４－15 国営総合農地防災事業の実施状況（2013年度、事業実施地区）

注： 1)　農業用水の管理確保：新規に農業用水を確保し用水補給を行う。
2)　水利用の合理化：取水施設の統合や施設の更新を行い安定した取水と水利用を行う。
3)　水管理の効率化：用水路のパイプライン化や水管理施設（集中管理）を建設し営農の省力化を行う。
4)　施設の改修・更新：老巧化した施設を改修し維持管理の節減を行う。　

注： 1)　農業用水の管理確保：新規に農業用水を確保し用水補給を行う。
2)　水利用の合理化：取水施設の統合や施設の更新を行い安定した取水と水利用を行う。
3)　水管理の効率化：用水路のパイプライン化や水管理施設（集中管理）を建設し営農の省力化を行う。
4)　施設の改修・更新：老巧化した施設を改修し維持管理の節減を行う。　

事 業 目 的

地 区 名

（県別着工順）

　
水
管
理
施
設

○庄 川 左 岸 ○ 6,212

県名

用水改良 排水改良

○

　
水
田
の

　
農
地
防
災

　
ダ
ム

　
頭
首
工

　
揚
水
機
場

3)
水
管
理
の

　
排
水
路

　
　
　
汎
用
化

富山

　
用
水
路

　
排
水
機
場

　
　
改
修
・
更
新

4)

施
設
の

○

主な事業内容

受
益
面
積

　
　
　
管
理
確
保

1)
農
業
用
水
の

　
　
　
合
理
化

2)
水
利
用
の

　
　
　
効
率
化

(ha)

事 業 目 的

地 区 名

受
益
面
積

（ha）

主な事業内容

　
　
改
修
・
更
新

　
排
水
路

　
農
地
防
災

　
ダ
ム

2)
水
利
用
の

　
　
　
効
率
化

3)
水
管
理
の

4)

施
設
の

　
用
水
路

　
水
管
理
施
設

　
　
　
汎
用
化

　
水
田
の

　
頭
首
工

　
揚
水
機
場

　
排
水
機
場

県名

用水改良

1)
農
業
用
水
の

　
　
　
管
理
確
保

　
　
　
合
理
化

排水改良

（県別着工順）

7,402

11,642

○ ○ ○

6,121

○

○

○

19,535

3,153○

○ ○石川

射 水 平 野

手 取 川 流 域

○

○○

○

○

（ha）

新潟

富山

3,396

3,590

19.778

13,298

○

　
　
改
修
・
更
新

　
排
水
路

　
農
地
防
災

　
ダ
ム

新 川 流 域 二 期 ○

2)
水
利
用
の

　
　
　
効
率
化

3)
水
管
理
の

4)

施
設
の

　
用
水
路

　
水
管
理
施
設

　
　
　
汎
用
化

　
水
田
の

　
頭
首
工

　
揚
水
機
場

　
排
水
機
場

新 川 流 域

○ ○ ○ ○

県名

佐 渡 （ 二 期 ）

阿 賀 野 川 用 水

○

1)
農
業
用
水
の

　
　
　
管
理
確
保

　
　
　
合
理
化

福井

加 治 川 用 水

九頭竜川下流（一期）

九頭竜川下流（二期）

柏 崎 周 辺 （ 二 期 ）

○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○

○ ○

○ ○ ○○

○○○

○ ○

○

○○

資料：北陸農政局作成

資料：北陸農政局作成
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（３）自治体等の事業（補助事業、交付金等）

事業の重点化と地方の裁量の拡大

ア．農業競争力の強化を図る農業生産基盤の整備

食料自給率の向上を図るとともに、農業の有する多面的機能が将来にわたって発揮さ

れるためには、担い手への農地集積の加速化や農業の高付加価値化の推進等により、競

争力ある「攻めの農業」を展開し、意欲ある農業者が農業を継続できる環境を整えるこ

とが不可欠です。

このためには、大区画化・汎用化等の農地の整備や農業水利施設等の必要な整備を総合

的にかつ、迅速に行うことが重要であることから、それらを集中的に行うため、平成24（2

012）年度補正予算において農業競争力強化基盤整備事業が創設されました。事業の実施

に当たっては、対象地区を効率的な生産が可能なまとまった農地が広がる地域に限定する

こと等により事業の重点化を図っています。

平成25（2013）年度は、81地区（新潟県58、富山県2、石川県8、福井県13）で実施して

います（表４－16）。

表４-16 農業競争力強化基盤整備事業の実施状況（2013年度）

（単位：地区、ha）

資料：北陸農政局調べ

また、持続可能な力強い農業の実現に向けて、農地集積を加速化するために、平成24

（2013）年度補正予算において、農業基盤整備促進事業が創設されました。けい畔除去等

によるほ場の区画拡大など迅速かつきめ細かく対応しています。

平成25（2013）年度は、118地区（新潟県52、富山県16、石川県19、福井県31）で実施

しています（表４－17）。

表４-17 農業基盤整備促進事業の実施状況（2013年度）

（単位：地区）

資料：北陸農政局調べ

地区数 受益面積 地区数 受益面積 地区数 受益面積 地区数 受益面積 地区数 受益面積

農地整備事業 52 10,777 8 337 8 783 68 11,897

水利施設整備事業 4 4,575 5 2,707 9 7,282

農地防災事業 2 5,360 2 6,212 4 11,572

計 58 20,712 2 6,212 8 337 13 3,490 81 30,751

区　　　分
新　潟　県 富　山　県 石　川　県 福　井　県 北陸局　計

区　　　分 新　潟　県 富　山　県 石　川　県 福　井　県 北陸局　計

県 営 分 2 1 3

市町村営分 7 11 12 4 34

団体営分 45 3 6 27 81

計 52 16 19 31 118
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イ．地域の創意工夫による農業生産基盤の総合的な整備

農業農村整備事業では、地域の創意工夫を活かした効率的な整備を図るため、地方の裁

量の拡大など積極的に補助金改革に取り組んでいます。各自治体では、各種の交付金制度

を活用し、地域のニーズにあった計画を自ら策定し、自主的に農業生産基盤の整備を実施

しています(表４－18)。

表４-18 農山漁村地域整備交付金（農業農村整備事業関係分）

資料：北陸農政局調べ

注：農山漁村地域整備交付金は、自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、地域の自

主性と創意工夫による農山漁村地域の整備を推進するため、自治体がその裁量により地区間や農

業農村、森林、水産の事業間の流用及び年度間の融通が可能な地方の自主性を尊重した交付金制

度（平成22年度創設）。

新潟県 富山県 石川県 福井県 北陸局計

125 65 46 54 290

区　分

事業実施地区数
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（単位：ha）

県 名

39,6271,7292,98334,87179,210
震災対策農業水利施設

整備事業
104 41 3 41

北　陸 新　潟　県 富　山　県 石　川　県 福　井　県

　
地
区
数

受　益
面　積

　
地
区
数

受　益
面　積

　
地
区
数

受　益
面　積

　
地
区
数

受　益
面　積

　
地
区
数

受　益
面　積

 事 業 区 分

5 228

公 害 防 除 特 別 土地 改良 1 36 －

地 す べ り 対 策 39 14,917 25農地等保全事業

震 災 対 策 農 業 水 利 施 設 整 備 事 業 57 130,271 29

農村環境保全対策事業

震災対策農業水利施設

整備事業

12,022

35,316

36 － － － －

3,720 1

1,5301,137 5 4

－総 合 農 地 防 災 4 11,572 2 5,360 －

75,171合　　　　　　計 205 236,006 97 100,411 6,979 24

農業競争力強化基盤整備事業

52

2 6,212 －

－ 1

農 村 地 域 防 災 減災 事業

48,158 21 43,077 6

32 53,445

－

19

ウ．農地等の防災対策

北陸地域は全国の地すべり防止区域の約３割を占める有数の地すべり地域であり、地す

べり対策は重要な課題です（表４－19）。また、カドミウム等による農用地の土壌又は農

業用水の汚染に起因して、人の健康を損なうおそれがある農畜産物が生産されることを防

止し、農業生産性の維持及び農業経営の安定を図ること等も必要です。

これらに対応するため、平成25（2013）年度は、北陸農政局管内で、地すべり対策事業

39地区、公害防除特別土地改良事業１地区を実施しています（表４－20）。

このほか、各自治体では、補助事業を活用して、ため池等の整備を実施するなど、農地

・農業用施設の防災対策に取り組んでいます。

資料：北陸農政局調べ

表４－19 農村振興局所管地すべり防止区域（2014年1月現在）（単位：区域、ha）

資料：北陸農政局調べ

全 国 北 陸 新潟県 富山県 石川県 福井県

1,963 470 334 46 83 7

111,644 36,917 29,184 2,765 4,634 333

防止区域数

面　積

区　分

表４－20 農地防災事業の実施状況（2013年度）
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エ．災害復旧

北陸地域における平成25（2013）年の農地・農業用施設の災害査定額は30.3億円であ

り、過去10か年（15（2003）年～24（2012）年）の平均額63億円の48％となっています

（表４－21、図４－15）。

オ．土地改良施設の維持管理

土地改良施設の維持管理は、土地改良区等が自ら行いその費用を負担することを原則と

しています。しかしながら、土地改良施設は、農業生産を支える基本的施設であると同時

に、多面的機能の発揮等、地域にとっても重要な社会資本としての役割を担っています。

そのため、特に公共性の高い一定の施設については、国営造成施設県管理費補助事業や

基幹水利施設管理事業により県や市町村の管理に対して助成するとともに、土地改良区等

が管理する施設に関しても、国営造成施設管理体制整備促進事業や土地改良施設維持管理

適正化事業等により、管理体制の整備や施設の整備補修に対する支援を行っています（表

４－22）。

表４－21 2013年災害の査定件数と査定額 （単位：件、百万円、％）

資料：北陸農政局調べ

図４－15 近年10か年及び25年の災害査定件数と査定額

北 陸 新潟県 富山県 石川県 福井県
1,032 330 225 339 138
3,033 1,326 452 832 423
(307%) (195%) (211%) (1995%) (842%)

区　分
査定件数
査定額
（対前年比）

資料：北陸農政局調べ

注：農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和25年5月10日 法律第169

号）で定める農地、農業用施設のみ

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

0

50

100

150

200

250

300

350

400

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 近年10か年平均 2013

査
定
件
数

査
定
額
（
億
円
）

査定額 査定件数



- 131 -

表４－22 2013年度土地改良施設管理強化対策の実施状況

資料：北陸農政局作成

注：管内実施状況の（ ）書きは、前年度実績である。

事業主体 管　内　実　施　状　況

・ 新潟県11地区(11)
富山県 1地区( 1)

・非農地面積２割以上 石川県 4地区( 4)
・河川管理に著しい影響 福井県 0地区( 0)
・関係受益面積がおおむね3,000ha以上　等 　計　16地区(16)
・補助率：1/3(平成7年度以前採択地区 40％)
・

新潟県15地区(14)
・対象施設：ダム､頭首工､排水機場､用水機場､ 富山県 2地区( 2)
　　　　　排水樋門及び幹線用排水路 石川県 0地区( 0)

・非農地面積１割以上 福井県 3地区( 3)
・ 　計　20地区(19)

・補助率：30％
＜国営造成水利施設保全対策指導事業＞

・ 新潟県 6地区(3)、富山県 3地区(2)
石川県 0地区(1)、福井県 1地区(1)
　計　10地区(7)

・国庫負担率：10/10
＜国営造成水利施設保全対策推進事業＞ 新潟県 0地区(0)、富山県 2地区(1)

・施設の保全に係る権利の設定及び更新 石川県 0地区(0)、福井県 0地区(1)
・国庫負担率：10/10 　計　 2地区(2)
≪管理体制整備型≫ 新潟県15地区(15)、富山県 6地区(6)

・ 石川県 6地区( 6)、福井県 2地区(2)
　計　29地区(29)

・補助率：1/2
≪操作体制整備型≫

・ 管内該当なし(0)

・補助率：内地60％､北海道70％､沖縄85％､奄美85％
・ 新潟県166地区(160)

富山県 44地区( 48)
石川県 70地区( 64)

・事業費：200万円以上 福井県 46地区( 48)
補助率：30％ 　計　326地区(320)

・

・補助率：30％

市町村等

市町村等が土地改良区と連携を図りつつ基幹的
な国営造成施設の公共・公益的機能を強化した
管理事業を実施

事　業　名 事　業　概　要　等

国営造成
施設県管
理費補助

都道府県

都道府県が管理する国営造成施設で一定規模以
上の排水機場、防潮水門、ダム及び頭首工

都道府県

土地改良区
等

国営造成
水利施設
保全対策

国

都道府県

市町村

土地改良区
等

土地改良
施設維持
管理適正
化 事 業

国

基幹水利
施設保全
管理対策
(施設管理技術
者育成対策)

土地改良施設の定期的な整備補修（施設の一部
更新を含む。）及び生産調整に即応した整備改
良を実施

管内該当なし(0)

国営土地改良事業で造成された基幹的農業水利
施設について、施設長寿命化のための機能診断
の実施、及び管理者への指導助言

管

理

体

制

 
・

整

備

の

支

援

公
　
的
　
管
　
理

国営造成
施設管理
体制整備
促進事業

国営造成施設及び附帯県営造成施設を管理する
土地改良区等の管理体制の整備

国営事業完了２年前から２年間において、土地
改良区等の操作技術の習熟と操作体制の整備

基幹水利施設の日常管理に携わる施設管理者に
対し、ストックマネジメント技術、リスク管理
技術、省エネ対策技術等の習得を支援

受益面積がおおむね1,000ha（地盤沈下地帯に
あっては500ha）　等

基幹水利
施設管理
事　　業
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カ．土地改良区の組織運営基盤強化

土地改良区は、農業生産を行うのに欠かせない農業用水施設の整備・管理や農地の整

備（土地改良事業）を目的に設立された農業者の団体です。土地改良区の活動は、農業

用水を確保するための水源の確保や用水路の整備・管理、農地や地域の雨水、集落から

の排水などを安全かつ確実に排除するための排水路の整備・管理を行うとともに、水田

や畑地の整備を行っています。

土地改良区は、大切な国民の財産とも言える農地や農業用水を守り育て、豊かな地域

資源を次世代に引き継ぐ役割を担っています。

北陸管内には、平成25（2013）年度末現在で、370地区の土地改良区があります。北

陸管内の土地改良区を面積別にみると、全体の25.1％が100ha未満、全体の25.9％が100

～300haとなっており、300ha未満の土地改良区が半分以上を占めております。

県別にみると、新潟県、富山県の土地改良区の規模はやや大きめで、約３割が1,000

ha以上となっています(表４－23、図４－16)。

表４－23 北陸管内の土地改良区数の推移

資料：農林水産省「土地改良区等設立状況調査」

図４－16 面積規模別土地改良区の割合

資料：農林水産省「土地改良区等設立状況調査」

1989年 1993 1998 2008 2009 2010 2011 2012 2013
新潟県 151 138 123 96 94 92 90 90 90
富山県 210 202 181 91 91 85 80 80 79
石川県 211 177 145 85 79 77 73 72 72
福井県 258 253 236 144 140 139 139 131 129
北陸計 830 770 685 416 404 393 382 373 370
全　国 8,224 7,892 7,297 5,255 5,150 5,040 4,943 4,869 4,795
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近年、集落機能の低下や農業従事者の高齢化、農産物価格の低迷による農家所得の減

少等社会経済情勢の変化により、管理体制や財政基盤が脆弱化し、その役割や機能を十

分に果たせなくなっている土地改良区もあります。

このため、平成24（2012）年３月に閣議決定された「土地改良長期計画」では、「土

地改良区が本来の役割を適切に果たしていくためにも、統合等による組織基盤の強化、

維持管理体制の再編整備、意思決定過程への女性の参画、役員等のマネジメント能力の

向上等を通じて土地改良区の体制強化を図り、その機能や役割が効率的・効果的に発揮

されることが重要である。」とされており、土地改良区の合併等により、土地改良区の

組織運営基盤の強化を図ることが重要となっています。

平成元（1989）年度に830地区あった土地改良区は、平成25（2013）年度末には370地

区となっています。

各県は組織運営基盤の強化を図るため「土地改良区統合整備基本計画」を策定し、土

地改良区の統合整備を推進しています。北陸農政局は、土地改良区の統合整備推進を支

援する補助事業(水土総合強化推進事業）により支援を行っています。

北陸管内では、組織運営基盤を強化するために、小水力発電導入や導入の検討、複式

簿記を導入予定といった新たな取組を行う土地改良区が現れており、北陸農政局として

も、こうした土地改良区の取組に対する支援を行っています。

今後、土地持ち非農家の増加や大規模経営体の育成、農業法人化が進展する中で、土

地改良区運営の諸課題（事業参加資格、賦課金、夫役のあり方など）についての課題を

整理し、地域の「水」と「土」を守っている土地改良区への支援を強化する必要があり

ます。
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５ 人・農地プランの作成・見直しの推進

持続可能な力強い農業の実現に向けて

我が国の農業は、農業従事者の減少や高齢化の進展、新規就農者の確保・定着が十分

でないなどの「人の問題」、農地の集積が進まない、あるいは耕作放棄地の増大などの「農

地の問題」があります。

このような中、持続可能な力強い農業の実現に向けて、集落・地域で、危機感を共有

しつつ、徹底的な話合いにより地域農業のあり方について議論を進め、地域農業を担う

経営体や生産基盤となる農地を、将来においても確保していくための展望を作っておく

ことが必要です。

このため、農林水産省では、集落・地域が抱える「人と農地の問題解決」のため、そ

れぞれの集落・地域における話合いにより、

① 今後の地域の中心となる経営体（個人、法人、集落営農）（以下「中心経営体」とい

う。）はどこか

② 中心経営体へどうやって農地を集めるか

③ 中心経営体とそれ以外の農業者（兼業農家、自給的農家）を含めた地域農業のあり

方（生産品目、経営の複合化、６次産業化）

等を定めた「人・農地プラン」（以下「プラン」という。）の作成・見直しとプラン実現

に向けた取組を支援しているところです。

北陸農政局においても、「人と農地の問題」の解決に向けた施策に係る相談窓口を設置

し、県・市町村、農協等の関係機関や農業者からの相談、問い合わせ等に対応するととも

に、市町村、農協等の関係機関や集落に出向いて、人・農地プランの作成・見直しとプラ

ン実現に向けた取組の必要性や人と農地の問題解決のための国の関連施策について説明を

行っているところです。

このような中、管内においては、平成26（2014）年３月末現在、79市町村（新潟県：28

市町村、富山県：15市町村、石川県：19市町、福井県：17市町）2,287地域で（表４－24）、

人・農地プランが作成され、プラン実現に向けた取組が始まっています。

表４－24 人・農地プランの作成状況

資料：北陸農政局調べ（平成26年３月末現在）

作成予定
市町村数

作 成 済
市町村数

作成割合
作 成 済
地 域 数

全　国 1,576 1,498 95% 11,812

北　陸 79 79 100% 2,287

　新潟県 28 28 100% 895

　富山県 15 15 100% 234

　石川県 19 19 100% 481

　福井県 17 17 100% 677


